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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５５　　２０１２年　３　月　１　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
３月定例会　提出された議案は、全部で４９議案。
平成２４年度一般会計予算を始めとする来年度予算１０議案、今年度補正予算９議案、条例の制定５議案、条例の一部改正１４議案、その他１１議案です。
来年度の一般会計(４４６億円、今年度見込み４７６億円）、特別会計(国保など７つ、２３８億円）、企業会計(水道・下水道１０７億円)の総額は７９１億円。
【一般会計】市長の考えでは「地域医療」「防災減災」「子育て」と「駅西周辺の整備」に重点配分したとか。主なものは「地域医療」病院再編統合・新病院の整備（１億２２３１万円）地域医療対策（５７４７万円）、「防災減災」本庁舎の耐震補強（８７８２万円）木造住宅耐震（２６７２万円）防災計画・啓発（３１２０万円）避難所安全（３３８７万円）、「子育て」陽だまりの丘に複合施設（１億２７２７万円）医療費助成（３億３５５０万円）、「駅西周辺の整備」駅西土地区画整理（４億６３３０万円、蛎塚益生線（６億６５０万円）です。問題は、業務委託する山崎苑（母子寮）学校給食（久米、星見ヶ丘）、多度健康増進施設（２１５０万円、災害時）再開、増えるゴミ処理負担費（＋５０００万円の１７億８４５万円）と屎尿処理費（＋１０００万円の５億２９００万円）、家庭用新エネルギー普及支援（３００万円）と中小企業新エネルギー導入促進（４００万円）等です。住宅リフォーム促進事業（２０２０万円）が新設されました。
議会関係では、議会報告会（４月２０日）、議会だよりの発行（５月末）が新規。
【国保会計】は今年度決算で基金に２億円積み立て（累計で６億２０００万円に）、市に５０００万円返します（返せとは言っていませんが）。１世帯あたり１万円以上の保険税値下げが可能です。来年度は保険税の高所得者の上限が上がります。
【条例関係】では、職員の不祥事の対策として、① 職員倫理審査会条例の制定（倫理条例制定のために）と② 入札監視委員会条例の制定（一層の適正化のために要綱から条例に格上げ？）があります。
更なる負担増としては、③ 市税条例の改正（退職金の税が増える。個人市民税の均等割が５００円アップする、県も同額。）④ 介護保険条例の改正（介護保険料の１７％もの値上げ）⑤ 病院関係には１０６億円まで予算が投入されていきます。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
２０１２年３月定例議会開催中
２月２９日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）

３月　６日（火）　午前１０時  　本会議（代表・議案質疑）
　７日（水）　午前１０時  　本会議（代表・議案質疑、委員会付託、

請願上程・補足説明・採決、一般質問）

　８日（木）　午前１０時  　本会議（一般質問）

　９日（金）　午前１０時  　本会議（一般質問）
１２日（月）　午前１０時  　本会議（一般質問）
１３日（火）　午前１０時　　総務政策、福祉安全常任委員会
　　１４日（水）  午前１０時　　教育経済、建設水道常任委員会
　　１５日（木）　午前１０時　　総務政策、福祉安全常任委員会（予備日）

１６日（金）  午前１０時　　教育経済、建設水道常任委員会（予備日）
１９日（月）　午前１０時　　新病院の整備等に関する特別委員会

２２日（木）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、議決）閉会
星野公平は、今回、【代表質疑】を予定しています。　　

（３月６日の最後に登場か？）
【代表質疑】議員団を代表して市長の政治姿勢や来年度予算について概略を質す。
質問予定の内容
1、 職員の倫理と入札制度について
２つの条例（職員倫理審査会、入札監視委員会）制定の意味するところは。
職員の研修のあり方についても基本方針を聞いてみたいと思います。

2、 防災に関して
災害時の水の確保と市民に避難方法等をいかに徹底させるかを確認したい。
3、 公の施設の管理について
民間への委託問題や公共施設（有料駐輪場等）の会計収支を訊ねたい。
4、 福祉のまち桑名市にするために
国保税、介護保険料、福祉医療費の窓口負担問題の意志と見通しについて。
その他、桑名駅周辺の整備や桑名の教育についても質問したいと考えています。
現在、開催中の通常国会では、

Ⅰ、「国家公務員給与削減法案」廃案に追い込む。　　　　　　　　　　ｐ先週の国会では、国家公務員の給与を平均７.８％も大幅に引き下げる「国家公務員給与削減法案」が衆院本会議で可決され、今週、参議院本会議で成立されそうです。日本共産党は、暮らしと経済を破壊し、憲法に背き、手続き上も民主主義を壊すと、三つの点を指摘し、参議院で廃案にむけて頑張っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【暮らしと経済を破壊】第一は、国民全体の所得低下、内需の縮小、不況の悪循環を加速する引き金を引くという問題です。国家公務員の給与は、地方公務員や独立行政法人の職員など約６００万人の給与に波及し、民間賃金にも影響を及ぼすものになっています。公務員と民間人の賃下げ競争をもたらし、内需をさらに縮小させ、デフレの悪化を招きます。経済を悪化させ、財政破たんもひどくする道です。さらに、給与の引き下げが消費税増税の“地ならし”と位置づけられています。労働者全体の賃下げを進めた上に、消費税大増税で実質所得を奪えば、暮らしも経済もめちゃくちゃになります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【憲法に背く】第二は、二重の意味で憲法に違反しているということです。国家公務員の労働基本権が憲法の定めに反して制約されていること、そのもとで代償措置としてつくられた人事院勧告制度さえ無視したものになっています。二重の意味で憲法に違反しており、労働者の人権が幾重にも蹂躙されることは、許しがたいことです。今国会がなすべきは、全面的な労働基本権の回復にこそあります。　　　　　【手続き上も民主主義を壊す】第三は、この法案が、民主、自民、公明の「密室談合」による「議員立法」として持ち出され、総務委員会でのまともな審議もなく強行されたという点です。政府提出の法律を、労働者の意見も聞いた上で通したというものでもなく、３党だけで「議員立法」という形で突然国会に持ち込み、労働組合の代表の意見もまったく聞かず、まともな審議もなく強行しました。内容だけでなく、形式のうえでも、絶対に許せない民主主義破壊の暴挙です。
Ⅱ、「マイナンバー法案」問題ばかりが多すぎます。ｐ野田内閣は、国民一人一人に識別番号を割り振る共通番号制度制定に向けた法案（マイナンバー法案）を閣議決定し、国会に提出しました。年金・医療・介護・保育などの社会保障の負担と給付の個人情報、税・所得情報などを国が一括して掌握する仕組みです。政府は国民の「利便性の向上」などを盛んに宣伝しますが、国民にとっては番号悪用の危険が生まれ、個人情報漏洩リスクが高まるなど不利益しかありません。こんな制度は必要ありません。政府は法案を今国会で成立させ、２０１４年６月から赤ちゃんからお年寄りまで国民全員に番号（マイナンバー）を交付し、２０１５年１月以降、社会保障についての相談や確定申告などで国と自治体の窓口で使えるようにする計画です。番号カードを国民に持たせることも予定しています。医療・介護などの自己負担合計額に上限を設定することや年金支給額の間違い防止などの「利点」を挙げますが、これは番号がなくてもできることです。政府は「社会保障がきめ細やかかつ的確に行われる」などとバラ色の幻想をふりまきますが、狙いは全く別のところにあります。社会保障の給付削減・抑制を今より「効率的」に実行する道具として位置づけているのです。個人情報保護対策はできていません。国民のプライバシーの侵害につながる番号制度の導入は将来に禍根を残します。社会保障のきめ細かな給付や丁寧な対応・相談の充実は、国や地方自治体の人的体制の整備などによってこそ実現できるものです。国民にとって「百害あって一利なし」の共通番号制度法案は撤回させるしかありません。
Ⅲ、「小選挙区制」は機能不全・破たん　抜本改革へ　　　　ｐ日本共産党の志位委員長は２３日、国会内で会見し、衆院選挙区画定審議会（小選挙区区割り審）の勧告期限（２５日）を過ぎれば「違法状態」となるのをどう見るか、国会が「機能不全」に陥っているのではないかと問われ、「起こっている事態の本質は、『国会の機能不全』でなく、小選挙区比例代表並立制という制度そのものが立ち行かなくなった、この選挙制度が機能不全に陥り、破たんしているということだ」と述べました。「いまの中心点は、小選挙区比例代表並立制の枠組みをそのままにして、小選挙区部分の『１票の格差』をどうするかということにあるのではない。一番の中心点は、並立制という制度そのものの害悪が広く問題になるもとで、民意が反映する制度への抜本改革をはかることにある」と強調。この間の衆院選挙制度に関する各党協議会では、民主党をのぞいて、小選挙区制が大政党有利に民意をゆがめる制度だということが共通の認識となっていることが何より重要だとして、「現状を打開する道ははっきりしている。小選挙区制にしがみつくのではなく、民意が反映する制度への抜本改革に踏み出す、その実現のために真剣に努力することにある」と語りました。
日本共産党は３・１１昼桑名駅前宣伝行動を行います
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